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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　インドネシア共和国（以下、インドネシアと略す）政府は、国家開発計画において工業部門を

インドネシア経済発展の原動力としており、そのなかでも特に、生産効率の向上による競争力の

強化、人材育成の強化を重点項目としています。

　すでに我が国は、天然資源が豊富で関連産業の発展が期待されているスマトラ島において、

北スマトラ地域の化学工業を振興し、同分野の技術者の養成、化学関連中小企業に対する技術

指導、技術サービスの提供を目的としたプロジェクト方式技術協力「スマトラ化学工業研修開

発センター事業」を実施しております（昭和56年11月～平成元年５月)。また、無償資金協力に

より、スマトラ化学工業研修開発センター（ＰＴＫＩ）の建屋を建設しております（昭和56年

６月～58年２月)。その後、ＰＴＫＩに対しては、無償フォローアップ・個別専門家派遣（平成

２～６年、平成８年４月～10年４月）の協力を行っております。これら協力は、産業界が必ずし

も研究中心の教育を受けた人材のみを求めているのではなく、より生産現場に密着した教育を受

けた人材を求めていることに応えたものです。

　その後、産業界の競争激化に伴い、より高度な技術者が産業界から求められており、インドネ

シア政府は高等教育強化を重点施策の１つとして、プロフェッショナル指向の教育方針を有する

コースの拡大強化を掲げております。また、産業界から、中堅技術者を対象とした企業内研修に

関して、ニーズが多様化してきており、また、高度な技術サービスに対してもニーズが高まって

きております。

　このような背景から、新たにＰＴＫＩにディプロマ Ⅳ（Ｄ４）コースを設け、より質の高い

プロフェッショナル指向の技術者を養成すること、質の高い研修コース及び高度な技術サービス

を提供することを目的として、インドネシア政府は我が国に対して平成９年10月に「スマトラ化

学工業研修開発センタープロジェクト（フェーズ Ⅱ)」に係るプロジェクト方式技術協力を要請

してきました。

　インドネシアにおけるこうした事情を踏まえ、我が国政府は、国際協力事業団を通じて、1999

年３月１～11日まで事前調査団を派遣し、インドネシア側関係機関との協議を通じて、要請の背

景、計画の妥当性、協力の規模等を調査し、確認・合意事項について議事録に取りまとめ、署

名・交換を行いました。本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに、本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・インドネシア両国の関係各位に対し

深甚の謝意を表すとともに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。

平成11年３月
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１．事前調査団の派遣１．事前調査団の派遣１．事前調査団の派遣１．事前調査団の派遣１．事前調査団の派遣

１－１　調査団派遣の目的１－１　調査団派遣の目的１－１　調査団派遣の目的１－１　調査団派遣の目的１－１　調査団派遣の目的

　本事前調査においては、インドネシア側から要請のあった「スマトラ化学工業研修開発セン

ター第２次整備プロジェクト（仮称）」について、要請の背景及び内容を詳細かつ正確に把握

し、プロジェクトの形成と国家開発計画等の上位計画のなかでの位置づけ、インドネシア側の本

プロジェクトに対する実施体制等を明確にして、プロジェクト協力の可能性を確認する。協議に

あたっては、インドネシア側の昨今の厳しい経済状況を踏まえて、インドネシア側の負担を少な

く、より具体的で実施可能性の高いプロジェクトの枠組みをつくることが重要である。

　その際、これまでのＰＴＫＩに対する協力実績を踏まえ、今後ＰＴＫＩの整備に資するために

最も重要な技術移転内容について調査・確認を行い、協力範囲や協力活動計画を作成する。

　主な調査項目は次のとおり。

(１) 要請の背景及び内容

　・ニーズの確認、問題分析

　・インドネシアの国家計画、経済の動向等との整合性の確認

　・協力内容の確認

　・ターゲットグループ（技術移転対象者）の確認

　・専門家派遣、供与機材、研修員受入れに関する要請の検討

(２) プロジェクトの実施体制

　・実施機関の組織及び事業概要

　・カウンターパート（Ｃ／Ｐ）の配置計画、施設等計画

　・インドネシア側の予算負担能力

　・協力期間終了後の自立発展の見通し

(３) 具体的協力活動計画・内容の検討

(４) 日本の政府開発援助（ＯＤＡ）をとりまく最近の情勢及び予算状況の説明

(５) プロジェクト・サイクル・マネージメント（ＰＣＭ）手法によるプロジェクトの運営

管理及び評価手法の説明
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１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成

　担当分野 　氏　名 　　　　　　　所　　　　　　　属

団長・総括 奥山　　明 ＪＩＣＡ鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課　課長

技術協力政策 大村　倫久 外務省経済協力局技術協力課　事務官

技術協力計画 奥村　浩信 通産省通商政策局経済協力部技術協力課　技官

技術移転計画 小島　浩司 通産省基礎産業局化学課　課長補佐

機材供与計画 水野　正彦 (社)日本化学工業協会　嘱託

協力企画 原田　隆興 ＪＩＣＡ鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課　職員

１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

日順
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

月日
3/1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

調　査　内　容
移動（奥山団長、大村団員、奥村団員、水野団員、原田団
員）
ＡＭ：ＪＩＣＡ事務所打合せ、BAPPENAS、日本大使館、
　　　PUSBINLAT表敬
ＰＭ：ＪＩＣＡ事務所打合せ／貿易セクター（大村団員）
ＡＭ：移動（奥山団長、大村団員、奥村団員、水野団員、原
　　　田団員）
ＰＭ：在メダン日本総領事館表敬、ＰＴＫＩセンター長表
　　　敬・協議
ＡＭ：KANWIL、北スマトラ大学（ＵＳＵ）表敬
ＰＭ：ＰＴＫＩとの協議
移動（小島団員）

ＰＴＫＩとの協議
ＡＭ：移動（小島団員）
ＰＭ：協議に合流
ＡＭ：ＰＴＫＩとの協議
ＰＭ：資料整理
ＰＭ：移動（大村団員）

資料整理
移動（大村団員）
ＡＭ：移動（奥山団長、奥村団員、小島団員、水野団員、原
　　　田団員）
ＰＭ：PUSBINLATとの協議
ＡＭ：教育文化省との打合せ
ＰＭ：PUSBINLATとのＭ／Ｄ最終調整
移動（奥村団員）
移動（奥村団員）
ＡＭ：Ｍ／Ｄ署名・交換
ＰＭ：日本大使館、ＪＩＣＡ事務所報告
移動（奥山団長、小島団員、水野団員、原田団員）
移動（奥山団長、小島団員、水野団員、原田団員）

注）BAPPENAS：国家開発企画庁、PUSBINLAT：工業商業省職業訓練局、KANWIL：工業商業省北スマトラ局

曜
月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

行　　　程
成田発（JL725)→
ジャカルタ着

ジャカルタ発（GA182)→
メダン着

成田発 (JL725)→
ジャカルタ着

ジャカルタ発 (GA182)→
メダン着

メダン発 (GA187)→
ジャカルタ着
ジャカルタ発 (JL726)→

成田着
メダン発 (GA181)→
ジャカルタ着

ジャカルタ発 (JL726)→
成田着

ジャカルタ発 (JL726)→
成田着
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１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

〈インドネシア側〉

(１) National Development Planning Agency（BAPPENAS）

　　Mr. Luky Eko Wuryanto Bureau Chief for Industry and Trade

(２) Center for Skill and Vocational Training Development, Ministry of Industry

and Trade（PUSBINLAT）

　　Mr. Sunaryo Head

　　Mr. M. Hanafiah Chief of the General Affair Division

(３) Sumatra Chemical Development and Training Center（ＰＴＫＩ）

　　Mr. M. J. Turnip Director

　　Mr. Adil Barus Vice Director Ⅲ

　　Mr. S. Brahmana Chief of Development Laboratory

　　Ms. Mariani Sebayang Chief of Industrial Chemical Course

　　Mr. M. M. Simanjuntak Chief of Workshop

　　Mr. N. Tarigan Chief of Instrument Laboratory

　　Mr. Mansyur Chief of Electric Laboratory

　　Mr. T. Purba Chief of Mini Plant

　　Ms. Yenny Chief of Industrial Chemistry Laboratory

　　Mr. Soekamto Administration Chief

　　Mr. Edy Poltak P. Staff of Workshop

(４) Regional Office, North Sumatra, MOIT（KANWIL）

　　Mr. Iskandar Sabirin Head

　　Mr. Sofyan Subang

　　Mr. B. Herman Htpea

　　Mr. K. Sinuraya

(５) University of North Sumatra （ＵＳＵ）

　　Prof. Chairudin Panusunan Lubis Rector

　　Dr. Ir. Faiz Albar Assistant Rector Ⅰ

　　Mr. A. Rahim Matondang Leader, Engineering Faculty
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(６) Department of Education and Culture, Directorate General of Higher Educa-

tion

　　Prof. Dr. Ir. Jajah Koswara Director, Research and Community Service

Development

〈日本側〉

(１) 在インドネシア日本大使館

　　八山　幸司 二等書記官

(２) 在メダン日本総領事館

　　細本　孝司 総領事

　　鈴木　勇志 副領事

(３) Ministry of Industry and Trade（ＭＯＩＴ）

　　木下　俊夫 個別専門家

(４) ＪＩＣＡインドネシア事務所

　　庵原　宏義 所長

　　米田　一弘 次長

　　田中　啓生 所員

　　Mr. Oetomo Djajanegara ＪＩＣＡ Technical Advisor
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項　目
１．インド
ネシアにお
ける高等教
育制度の現
状

(1)学士コー
スとディプロ
マコース(アカ
デミー、ポリ
テクニック)
との比較
(2)ディプロ
マコース開
設について

２．プロジェ
クト要請内
容

(1)プロジェ
クト名称

(2)国家計画
との整合性

(3)目標

(4)活動

経緯と現状、要請書の内容
・就学率は、初等教育で100％を超え（標準学齢
を上下する生徒がいる)、中等教育、高等教育
（1993年、10％）でも上昇している。さらに、教
育部門を充実させるため、政府は教員の質の向
上、教育施設の増設を主要政策としてあげてい
る。1993年の教育予算の割合は、国家歳出の10％
である（ＩＭＦ資料)。
・学士コースは、アカデミック指向、講義：実験
は、70：30で、理論に比重が置かれている。就職
指向は、研究開発、設計部門、管理部門。生産現
場を敬遠する傾向あり。
・ディプロマコースは、実学指向、講義：実験は、
40：60。生産現場に入ることに抵抗がない。
・ディプロマコースの開設状況は以下のとおり。
　　　　　工業商業省　教育文化省    他省庁
　Ｄ４　　　２校＊　　　１校＊＊　 １校＊＊
　Ｄ３　　　６校　　　　 12校　　　 数不明
　Ｄ２　　　 －　 　　　 ８校　　　 数不明
＊　　：繊維技術カレッジ、経営工学カレッジ
＊＊　：社会科学カレッジ
＊＊＊：情報及び観光カレッジ
・ＰＴＫＩのマスタープラン（Ｍ／Ｐ)（ディプロ
マコース、短期研修コース、技術サービス）を、
産業現場に密着した技術の多様化・高度化をタイ
ミングよく実効をあげるため、日本側に協力要請
した。
（和文）スマトラ化学工業研修開発センタープロ

ジェクト（フェーズⅡ）
（英文）The Second Stage Development Project

of the Sumatra Chemical Development
and Training Centre

・第６次国家開発５か年計画（1994/95年～1998/99
年）において、工業部門、人材育成の強化が掲げ
られている。
・第７次計画の策定は、金融危機及び政治混乱のた
め中断しており、情勢を注視する必要あり。

①ディプロマコースにおいて、Ｄ４コースの開設に
よる高レベル生産現場指向の技術者を企業に供給
する。
②短期研修コースにおいて、化学、機械、分析機材
分野プログラムの高度化・多様化により企業現場
のニーズに寄与する。
③技術サービスにおいて、化学技術、機械技術を導
入し、ユーザーのニーズを満たす。
・ディプロマコースにおける、実験実習カリキュラ
ムの編成、機材の作成、機材施設の強化。
・研修プログラムの作成、研修機材の強化。
・技術サービスに対する、新たな技術の確立。

対処方針
・可能な限り最新の資
料を入手する。

・可能な限り最新の資
料を入手する。

・可能な限り最新の資
料を入手する。

・具体的かつ実施可能
なプロジェクトの枠
組みの作成を検討す
る。

・本プロジェクトの協
力内容に適切な名称
について検討する。

・通貨危機の影響によ
る国家開発計画の変
化を確認する。

・具体的かつ実施可能
な目標を検討する。

・具体的かつ実施可能
な活動を検討する。

調査結果
・経済危機の影響もあ
り、若干就学率が低
下しているようであ
るが、国民は子女の
教育に非常に熱心で
ある。

・左記の現状に特に変
化はない。

・左記の現状に特に変
化はない。

・先方と協議し、技術
サービスを協力の対
象外とした。

・今回は、左記案で基
本的に合意したが、
ほかに適切な名称が
あれば今後検討する
こととした。
・第７次計画はいまだ
ファイナライズされ
ていない。先方には
短期重点政策Social
Safety Net Program
があり、短期的イン
パクトに目は向いて
いるが、人材育成等
の長期的インパクト
の重要性も強調して
いる。
・先方から、Ｄ４コー
スに最優先で取り組
み、Ｄ４コースで得
られた技術を基に短
期研修に取り組みた
い旨の発言があっ
た。

・詳細については、
　Ｍ／Ｐで規定した。

１－５　調査結果１－５　調査結果１－５　調査結果１－５　調査結果１－５　調査結果
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項　目
(5)協力期間

(6)日本側投
入
・専門家派
　遣

・機材供与

・要望機材
とそのプ
ライオリ
ティー

経緯と現状、要請書の内容
・５年間の協力期間を要請している。

・以下のとおり要請されている。

分野　　　　　　 長期専門家 短期専門家
化学（化学分析／ ２名×５年 ４～５名／２～３月
　　　化学工学)
機械（機械工学／ ２名×５年 ４～５名／２～３月
　　　材料試験)
計測　　　　　　 １名×５年 ２名／２～３月
化学分析機器 7,000万円
材料試験 6,000万円
基礎化学実験 2,000万円
応用技術実験 6,000万円
ミニプラント計装 4,000万円
ワークショップ 4,000万円
設計製図 2,000万円
コンピューター 2,500万円
技術図書 500万円
計 35,000万円
（インドネシア事務所公電）
①Experimental Equipment in Engineering field
a. Chemical Engineering
b. Instrument Engineering and Simulation Sys-
tem

c. Mechanical Engineering
d. Electronics and Electric Engineering
②Experimental Equipment in Basic Science
a. Physics and Instrument
b. Chemistry and Chemical Physics
③Mini Plant
a. New Instrument System and Equipment for
Control Room

④Material Testing Machine
a. Metal Testing Machine
b. Non Metal Testing Machine
c. Non Destructive Testing Instrument
⑤Work Shop
a. NC Machine
b. Welder
c. Electro Platting
⑥Chemical Analysis Equipment
a. Atomic Absorption Spectroscopy
b. X-Ray Analyzer
c. Ultravioket Spectrometer/FTIR
d. Mass Spectrometer
e. NMR C13
f. Gas and Liquid Chromatograph
g. Environmental Monitor
h. Food Products Analyzer
⑦Mechanical Designing
a. CAD System
⑧Computer
a. Technical Information System based on F/C
b. CAD System based on P/C
c. CAD Software(Process Engineering Technology)

対処方針
・必要最小限の協力期
間とする(３～４年)。

・国内の状況（リク
ルート可能性等）を
踏まえたうえで、長
期及び短期専門家の
分野、人数及び期間
について検討する。
・先方の現有の機材を
調査のうえ、本協力
で供与すべき必要最
低限の機材を具体化
し、絞り込んだうえ
で、優先順位を付し
たリストとして作成
する。
　なお、必要最低限の
機材を選定する際に
は、先方の維持管理
能力を考慮する必要
がある。

調査結果
・協力期間を３年間と
した。

・専門家を次の分野に
派遣する。長期専門
家は、化学工学、機
械工学、計測工学。
短期専門家は必要に
応じ派遣。
・先方は、フェーズⅠ
で供与された機材を
実際に使用してお
り、地元のメーカー
を通じて維持管理も
行っていることを強
調した。
　先方から優先順位を
付した要望機材リス
トの提出があった
(ANNEX Ⅷ)。
　上記リストには、技
術移転内容との整合
性がとれているかど
うか疑問のある項目
も多いので、更に先
方と十分協議する必
要がある。
　また、必要最低限の
機材に更に絞り込む
必要あり。
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項　目
・研修員受
入れ

３．Ｍ／Ｐ
（案)

４．技術移
転内容

経緯と現状、要請書の内容
化学及び関連分野 ４名
機械及び関連分野 ４名
計測分野 ２名

(1)上位目標
インドネシアの化学工業界が品質の高い製品を
提供できるようになる。

(2)プロジェクト目標
ＰＴＫＩが、北スマトラ地域の化学工業界に対
して、質の高い技術者・短期研修を提供できる
ようになる。

(3)成果
①プロジェクトの運営管理体制が強化される
②資機材が適切に維持管理される
③系統的な化学工業関連の実習・短期研修コー
スの指導要領と教材が整備される
④化学工業関連の実習・短期研修コースの指導
教官が育成される
⑤化学工業関連の実習・短期研修コースが運営
される

(4)活動
①-1要員計画に従って人材を確保する
①-2予算計画を策定し、計画に従って適切に予
算を執行する
①-3合同調整委員会を設置する
②-1機材整備計画を策定し、計画に従って実行
する
②-2機材仕様書を作成する
②-3業者を選定する
②-4機材を据え付ける
②-5機材を維持管理する
③-1短期研修指導要領・教材委員会を設置する
③-2化学工業界のニーズを把握する
③-3化学工業界のニーズに従った実習・短期研
修内容を計画する
③-4実習・短期研修コースごとに指導要領を開
発する
③-5実習・短期研修コースごとに教材を開発す
る
③-6開発された教材を管理する
④-1実習・短期研修コース担当教官の能力及び
レベルを確定する
④-2教官養成プログラムを策定する
④-3教官養成プログラムを実施する
④-4教官を日本で訓練する
⑤-1教官のチーム編成を充実させる
⑤-2実習・短期研修コース実施計画を充実させ
る
⑤-3実習・短期研修コースを実施する
⑤-4短期研修コースごとに終了資格要件を策定
する
⑤-5短期研修コースごとに資格試験を実施する

化学分析、化学工学
機械工学、材料試験
計測

対処方針
・国内の状況（受入れ
可能性等）を踏ま
え、研修員の研修分
野、人数及び期間に
ついて検討する。
・左記のＭ／Ｐ案を基
に先方と協議し、適
切なＭ／Ｐを作成す
る。

・左記の具体的内容に
ついて、先方と協議
する。

調査結果
・年に１～３名、３週
間～３か月間、プロ
ジェクト関係者を受
け入れることとし
た。
・若干の修正はあった
が、おおむね左記案
で合意した（ANNE X
Ⅶ)。

・化学工学、機械工
学、計測工学、経営
工学で合意した。
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項　目
５．インド
ネシア側関
係機関
(1)援助受入
窓口
(2)所管官庁

６．インド
ネシア側実
施機関及び
実施体制
(1)活動状況

・Ｄ４コー
スの応募
状況

・卒業生の
就職状況

(2)職員数

(3)予算

(4)施設・設
備

経緯と現状、要請書の内容

BAPPENAS

PUSBINLAT

ＰＴＫＩ
北スマトラ州メダン市

・スマトラ地域における化学及び関連産業の発展に
技術面で貢献するために設立され、Ｄ３、短期研
修コース、技術サービスの３機能を有する複合機
関。
コース名  応募者    第２選択  入学予定  定員
         (第１選択) /第３選択 者
化学 94 112/56 53 50
機械 31 92/65 42 50
計測 30 43/79 40 50
経営 41 35/69 52 50
計 196 187 200
Ｄ３化学 202 83/46 151 150
Ｄ３機械 93 92/62 98 100
計 295 249 250
・９月21日開講
・学費：100万ルピア（Ｄ４)、80万ルピア（Ｄ３）
・1997年までは、卒業生のほとんどが就職できた。
・1998年度の就職率は約70％

・約100人（うち約50％学士資格者）
　公務員（ライン職員)、公務員（教官専任職員)、
　非公務員、それぞれ約１／３

・1997/98年度：12億ルピア（約6,000万円）毎年、
約10～20％の増額に加えて新規のプロジェクト予
算が加算される。

・インドネシア側が、プロジェクトの実施に必要な
建物、専門家の執務室等を提供し、機器設置工事
についても負担する。

対処方針

・左記について確認す
る。
・左記について確認す
る。

・左記について確認す
る。

・左記について確認す
る。

・左記について確認す
る。

・新しい情報がないか
確認する。

・新しい情報がないか
確認する。

・新しい情報がないか
確認する。

・施設の補修改修が必
要であるか、増築予
定があるか否か確認
する。

調査結果

・左記を確認した。

・左記を確認した。

・左記を確認した。

・左記を確認した。

・Ｄ４の最終的な入学
者については、以下
のとおり。
化学 48名
機械 41名
計測 39名
経営 51名
計 179名

・左記の状況に変化は
ない。

・以下のとおり確認し
た。
公務員（ライン職員）

28名
公務員（教官専任）

30名
非公務員 30名
計 88名
・プロジェクト予算に
ついてはANNEX ⅩⅢの
とおり。
 新規プロジェクトの
ローカルコストとし
て100万米ドルが確保
される予定である。
・予算に関する別途資
料の提出があった。

・左記を確認した。
　レイアウト、補修、
改築の状況について
はANNEX Ⅸ参照。
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項　目
(5)プロジェ
クト責任者
・P r o j e c t
Director

・D e p u t y
P r o j e c t
Director

・P r o j e c t
Manager

(6)Ｃ／Ｐ

(7)合同調整
委員会

７．これま
でのその他
の協力

８．専門家
活動に係る
安全確認

経緯と現状、要請書の内容

・工業商業省農林産品化学総局長
 (Director General of Chemical, Agro and For-
est Product Industry, Ministry of Industry
and Trade)
・PUSBINLAT局長
 (Head of Center for Skill and Vocational Train-
ing Development, Ministry of Industry and
Trade)
・ＰＴＫＩセンター長
 (Director of Sumatra Chemical Industry Devel-
opment and Training Center)
・教官兼常勤技術職員は、現在31名在勤しており、
　技術移転対象のカウンターパートである。

①議長
・工業商業省金属・機械・化学工業総局長
 (Director General of Metal. Machine. Chemical
Industry, Ministry of Industry and Trade)
②インドネシア側
・PUSBINLAT局長
 (Head of Center for Skill and Vocational Train-
ing Development, Ministry of Industry and
Trade)
・ＰＴＫＩセンター長
 (Director of Sumatra Chemical Industry Devel-
opment and Training Center)
・教育文化省代表
 (Representative of Ministry of Education and
Culture)
・ＵＳＵ代表
 (Representative of University of North Sumatra)
・BAPPENAS代表
 (Representative of National Development
Plannning：BAPPENAS)
・内閣官房代表
 (Representative of Cabinet Secretariat：
SEKKAB)
③日本側
・チーフアドバイザー
・必要な専門家等
・ＪＩＣＡインドネシア事務所長
・1981～1989　プロジェクト方式技術協力、無償資

金協力
・1990～1994　プロジェクト方式技術協力アフター

ケア、無償フォローアップ
・1996～1998　プロジェクト方式技術協力アフター

ケア（第２次）個別専門家派遣

対処方針
・フェーズⅠと同様の
責任者とすることに
ついて先方の意向を
確認する。

・本協力のＣ／Ｐの範
囲について検討す
る。
・フェーズⅠと同様の
委員会とすることに
ついて先方の意向を
確認する。

・左記に関する情報を
可能な限り収集す
る。

調査結果
・Project Director
は、PUSBINLAT局長、
Project Manager
は、ＰＴＫＩセン
ター長で合意した。
　工業商業省農林産品
化学総局の代表が、
ＪＣＣの委員として
参加することとし
た。

ANNEX ⅩⅠ、ⅩⅡのとおり
割り当てられることを
確認した。
・以下のとおりで合意
した。
①議長
・PUSBINLAT局長
②インドネシア側
・ＰＴＫＩセンター長
・教育文化省代表
・ＵＳＵ代表
・農林産品化学総局代
表
・BAPPENAS代表
・内閣官房代表
③日本側
・チーフアドバイザー
・必要な専門家等
・ＪＩＣＡインドネシ
ア事務所長

・左記を確認した。

・現在のところ、注意
が必要であるもの
の、プロジェクト活
動を妨げるほどでは
ない。
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項　目
９．今後の
スケジュー
ル

1 0．参考情
報(見込み）

経緯と現状、要請書の内容
・事前調査団派遣後、短期調査員、実施協議調査団
を派遣し、プロジェクトを実施する予定。

・６月７日　国会議員選挙
（選挙キャンペーンは５月初旬）
・８月29日　国民協議会第１部会
・10月初旬　国民協議会第２部会
・11月10日　大統領選出

対処方針

・新しい情報がないか
確認する。

調査結果
・ＰＴＫＩとＵＳＵと
の協定が1998年12月
に改定される予定で
あったがいまだに改
定されていない。
　1999年５月末までに
協定を改定すべきこ
とを、Ｍ／Ｄに記載
した。
・上記協定が改定され
ることを条件に、短
期調査員を、第２又
は第３四半期に派遣
することとした。
・現在、すでに総選挙
のキャンペーンが開
始されている。
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Ｍ／Ｐ（仮訳）

(１) 上位目標

　インドネシアの化学工業界が競争力のある製品を提供できるようになる。

(２) プロジェクト目標

　ＰＴＫＩが、北スマトラ地域の化学工業界に対して、質の高い技術者・短期研修を提

供できるようになる。

(３) 成果

①プロジェクトの運営管理体制が強化される

②資機材が適切に据え付け、維持管理される

③系統的にＤ４コース実習及び短期研修コースの指導要領と教材が整備される

④Ｃ／Ｐが、Ｄ４コース実習・短期研修コースの指導教官として育成される

⑤Ｄ４コース実習・短期研修コースが運営される

(４) 活動

①－１ 要員計画に従って人材を確保する

①－２ 予算計画を策定し、適切に執行する

①－３ 合同調整委員会を設置する

②－１ 機材整備計画を策定する

②－２ 機材仕様書を作成する

②－３ 機材業者を選定する

②－４ 機材を据え付ける

②－５ 機材を維持管理する

③－１ 短期研修コースの指導要領及び教材委員会を設置する

③－２ 化学工業界の教育及び訓練のニーズを把握する

③－３ 化学工業界のニーズに従って、Ｄ４コース実習及び短期研修コースを計画する

③－４ Ｄ４コース実習及び短期研修コースごとに指導要領を作成する

③－５ Ｄ４コース実習及び短期研修コースごとに教材を開発する

④－１ Ｃ／ＰのＤ４コース実習及び短期研修コースの指導教官としての能力及びレベル

 　　　を確定する

④－２ Ｃ／Ｐの指導教官養成プログラムを策定する

④－３ 指導教官養成プログラムを実施する

④－４ Ｃ／Ｐを指導教官として日本で訓練する

⑤－１ 指導教官チーム編成を充実させる

⑤－２ Ｄ４コース実習及び短期研修コース実施計画を充実させる

⑤－３ Ｄ４コース実習及び短期研修コースを実施する

⑤－４ 短期研修コースごとに終了資格要件を策定する

⑤－５ 短期研修コースごとに資格試験を実施する

⑤－６ Ｄ４コース実習及び短期研修コースの実施について評価する
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２．要請の背景２．要請の背景２．要請の背景２．要請の背景２．要請の背景

２－１　産業政策について２－１　産業政策について２－１　産業政策について２－１　産業政策について２－１　産業政策について

　石油天然ガス産出国であるインドネシアは、1980年代前半の世界的な１次産品市況の低迷によ

り国際収支・財政収支が悪化し、同国経済は大打撃を受けた。このため、石油・天然ガス輸出に

依存する経済構造を是正し、非石油製品を中心とする輸出指向型工業化への転換を図るべく、増

加する労働人口を吸収できる労働集約型産業、豊富な国内資源を利用する資源加工型産業の育成

に取り組んできた。また、1983年以降、ルピアの切り下げ、輸入規制の撤廃、輸出振興策、外資

規制の撤廃などの政策が実施された結果、化学、繊維産業を中心に輸出が増加した。

　また、1993年に前スハルト大統領が再選されたあと、それまでの対外債務、経常収支などのマ

クロ面を重視した経済政策から、貿易・投資促進、技術集約型産業の育成、人材育成などの産業

振興を重視した政策へと軌道修正が行われ、第２次長期国家計画（1994～2019年）において、工

業部門は開発の主軸に位置づけられるとともに、その第１段階である第６次５か年計画（1994～

1998年）において、工業部門の年平均成長率の目標を、繊維・縫製部門13.0％、基礎金属部門及

び機械、輸送機器、電機、通信などの資本財生産部門12.6％に次いで化学部門9.7％、アグロイ

ンダストリー部門8.2％とし、これを達成するための政策として、①輸出指向型で高度成長を利

用した資源加工産業の幅広い育成、②比較的優位を高めるための技術振興、③高度成長をもたら

し、社会の生産性を促進する産業に対する優先度の付与、が掲げられた。また、より具体的に

は、次の対策が実施されている。

・投資及び事業促進のための環境整備

・企業能力開発のための人材育成、工業技術振興

・中小企業の振興

・産業立地の拡散

・優先業種の設定（重点的に振興される産業分野としては、アグロインダストリー、鉱産物

加工産業、機械工業、資本財及び電子工業）

２－２　人材育成の現状及び当該技術協力の位置づけ２－２　人材育成の現状及び当該技術協力の位置づけ２－２　人材育成の現状及び当該技術協力の位置づけ２－２　人材育成の現状及び当該技術協力の位置づけ２－２　人材育成の現状及び当該技術協力の位置づけ

　インドネシアでは、1980年代以降の外貨流入の著増を受けて、労働市場の一部に逼迫感が強ま

り、とりわけ製造現場における技術者、技能者の不足が深刻になってきた。

　このため、ＪＩＣＡプロジェクト方式技術協力事業（1981年11月～1989年５月）において、技

能者の育成（３年制ディプロマコース)、企業従業員研修及び企業への技術サービスを目的とし

たＰＴＫＩを設立、北スマトラ地域の化学工業及び関連産業に対して、中堅技術者候補として、

1997年までに約1,000名の卒業生を供給するなど、一定の成果をあげてきた。特に今般の経済不
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況のなかで、３年制ディプロマコース卒業生の就職率は65％と高い率を示しており、大学に比し

良好な状況となっている。

　しかし、近年の技術レベルの高度化に伴い、製造現場における人材ニーズもより高度化してお

り、高等教育の強化を図ることにより将来、製造現場での管理者となるプロフェッショナル指向

の技術者の養成、質の高い研修コース及び高度な技術サービス提供が求められている。

　一方、インドネシアにおける高等教育の現状は、大学進学率41.1％、総就学率で見ると10.5％

であり、若い世代の10人の１人が大学教育を受けていることになるが、現実には、日系企業等の

ニーズに適合するレベルの人材教育は、インドネシア大学、バンドン工科大学等数校に限られて

おり、しかも、一般大学のカリキュラムはアカデミック指向で、製造現場で即戦力となり、将来

的には現場の管理者となる技術者の養成にはそぐわないものとなっている。

　このため、PUSBINLATはＰＴＫＩに、プロフェッショナル指向の技術者の養成を目的とした４

年制ディプロマコースの設置、企業ニーズに沿った研修コースの設置及び技術サービスの提供に

ついて、1997年10月、｢スマトラ化学工業研修開発センター第２次整備プロジェクト」に係るプ

ロジェクト方式技術協力を要請してきた。
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３．協力の方向性３．協力の方向性３．協力の方向性３．協力の方向性３．協力の方向性

　ＰＴＫＩにおけるアカデミーコースＤ４、短期研修コース、技術サービスの実施にあたって

の、機材供与、専門家の派遣、研修員の受入れについての要請がなされた。

(１) 機材供与について

  インドネシア側からはアカデミーコースの開設に必要な各種機材について要請がなさ

れた。なお、要請された機材には、既存の機材の更新も含まれており、供与機材の選定

にあたっては、本プロジェクト目標の明確化、保有する機材の有効活用等を含めた検討

を踏まえつつ、機材の必要性について改めて検討する必要がある。

(２) 専門家の派遣、研修員の受入れ

　アカデミーコース、短期研修コース、技術サービスの実施に必要な専門家の派遣、研

修員の受入れについて要請がなされた。

　専門家の派遣、研修員の受入れ内容の詳細については、プロジェクト目標の明確化を

図ったうえで、更なる検討が必要である。

(３) 化学産業の現状

　インドネシアにおける産業政策に関しては、短期的な課題としては、社会ニーズの緊

急度により、中小企業への支援、国内需要の充足に重点が置かれている。一方、中長期

的な課題としては、輸出振興型産業の強化が重要になっている。いずれにせよ、人材育

成機関の強化は、産業政策上、緊急の課題となっている。

　スマトラ地域においては、｢ローカル資源の利用型の化学企業」であるパルプメー

カー、パームオイルメーカー、食品加工メーカー、｢アチェ州の石油利用型の化学企業」

である肥料メーカー等がみられるところである。

  今後の産業政策の方向としては、KANWILの説明によれば、

①農林水産物を利用したアグロインダストリー等の産業振興（家庭廃棄物、産業廃棄

物を利用した肥料・飼料等の生産等）

②比較的体力のない中小企業への支援

等があげられる。

　また、ＰＵＳＵの説明によれば、スマトラ地域においては、

①国際競争力のある産業育成、輸出産業の育成

　輸出産業として考えられる産業としては、パームオイル関連産業、皮関連産業、タ

バコ関連産業、食品加工（缶）関連産業があげられる。
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②全体のレベルアップ、国内市場をにらんだ産業の育成

　スマトラ地域における化学産業の課題としては、品質の悪さ、水質問題等の公害問

題があげられるところであり、これらの問題の解決が急務。

のいずれも重要な目標と考えられている。

(４) プロジェクト方針の基本的な考え方

　ＰＴＫＩは、スマトラ地域における化学企業を対象とした研修開発拠点との位置づけ

がなされている。このため、アカデミーコースは、スマトラ地域を中心とした企業の工

場マネージャーの育成等を目的とした高度な専門教育を行うことを目標としている。一

方、短期研修コースは、スマトラ地域の地元企業を対象とした企業向けの研修事業であ

る。

  プロジェクト方針の検討にあたっては（特に短期研修)、地元企業のニーズに的確に対

応した内容とすることが不可欠である。

  このため、今後更に、

①スマトラ地域の化学企業の抱える課題の把握

②スマトラ地域の化学産業の展開方向の把握

③スマトラ地域の化学企業のニーズの把握

を十分に行いつつ、対象技術の絞り込み、対象者の明確化等を行うことが必要である。

  また、短期研修事業の効果的な実施を図るうえで、競合する類似事業に関しても十分

な調査が必要である。教育省においても、産学連携プログラムが新たに実施されている

ところであり（Voucher Program：Technology Application for Small Holders and

Small Industries)、他省庁での取り組みを含めた類似のプログラムについて調査を行

うことが必要である。

  このほか、短期研修コースの活性化にあたっては、ＰＴＫＩの人材では十分に対応で

きないことが危惧される。特に、ＰＴＫＩのスタッフは実務経験が乏しく、ＰＴＫＩス

タッフのみでは企業向けのより実践的な研修の実施は難しいと考える。このため、短期

研修コースの内容を検討するうえでは、ＵＳＵ等の地元機関との積極的な連携について

も考慮すべきである。
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〔対象技術〕

　＜品質管理技術の導入＞

〔対象者〕

海外のサポーティングインダスト

リー、地域資源活用型企業

＜連携＞

　Ｒ＆Ｄの支援

　例：パームオイルの新規用途開発

〔対象技術〕

　＜ボトムアップ＞

〔対象者〕

　大企業、競争力をもった先端企業

対　　　　象　　　　者

国内（地域）マーケット向けの企業

〔対象技術〕

　＜環境対策技術の導入＞

　　例）水質汚濁防止

　＜Resiponsible Care＞

＜省エネ技術の導入＞

〔対象者〕

パルプ関連のメーカー、パームオイル

関連のメーカー等

〔対象技術〕

　＜ボトムアップ＞

〔対象者〕

　中小企業

国際マーケット向けの企業

（参考）
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４．ＰＴＫＩ組織、施設、運営状況４．ＰＴＫＩ組織、施設、運営状況４．ＰＴＫＩ組織、施設、運営状況４．ＰＴＫＩ組織、施設、運営状況４．ＰＴＫＩ組織、施設、運営状況

４－１　組織とその構成メンバー（Ｍ／Ｄ　４－１　組織とその構成メンバー（Ｍ／Ｄ　４－１　組織とその構成メンバー（Ｍ／Ｄ　４－１　組織とその構成メンバー（Ｍ／Ｄ　４－１　組織とその構成メンバー（Ｍ／Ｄ　ANNEX ANNEX ANNEX ANNEX ANNEX ⅢⅢⅢⅢⅢ）））））

  トップ管理層として、センター長とその直属である３名の副センター長（教務、学生、総務担

当）で構成されており、これはインドネシア高等教育機関の基準とされる組織体制に基づくもの

である。その配下に事務長（人事主任、総務主任)、教務課長（教務主任、学生主任）及びその

他の財務インフラ部門（経理、図書、ユーティリティ、ガラス作業各主任）が配置されている。

　その他のスタッフは、教官として化学、機械、計測、経営学科に所属し16の各実験室主任及び

助手として任命されている。それ以外に研究主任、社会貢献主任が独立して存在している。

　現状の組織は、アカデミー（Ｄ３、４）を運営することを主体としたものであり、短期研修

コース及び技術サービスの活動は、すべて兼任であり、組織的にも独立しておらず、専任者は任

命されていない。したがってそれらの活動もあくまでアカデミー活動の空き時間を利用して行わ

れている。

　構成メンバーは専任として修士２名、学士28名、Ｄ３ ５名、非常勤の講師として主にＵＳＵ

から派遣される博士１名、学士13名が主力である。現在ＰＴＫＩスタッフには、インドネシア政

府の国内留学奨学金制度の適用を受けて、修士コースで勉強中の者が４名おり、今後も継続的に

常時毎年２名程度の国内留学による修士の取得を進める予定であり、数年以内に修士資格を有す

るスタッフが10名近くになるであろう。あわせて外部で行われる各種研修会へスタッフを積極的

に参加させに、その能力向上に努めている。

　現在のセンター長は相対的に年齢が若いこともあり、中間管理職として若手を多く登用し、一

方でＰＴＫＩ創立以来のベテランを実験室主任に任命する方針を採用し、組織の若返りを図って

いる。それによる活性化が得られた面もあるが、反面若手の中間管理職としての経験と力量不足

が露呈している点もみられる。

４－２　施設（Ｍ／Ｄ　４－２　施設（Ｍ／Ｄ　４－２　施設（Ｍ／Ｄ　４－２　施設（Ｍ／Ｄ　４－２　施設（Ｍ／Ｄ　ANNEX ANNEX ANNEX ANNEX ANNEX ⅧⅧⅧⅧⅧ、、、、、ANNEX ANNEX ANNEX ANNEX ANNEX ⅨⅨⅨⅨⅨ）））））

　Ｄ３の学生数の大幅増員とＤ４の開設に伴い、既存の講義室及び実験室だけでは、それに対処

できなくなりつつあった。その対策として、既存の建物で利用頻度の低い部屋の積極的な改造を

行い、現在キャンパス全体で、講義室として既存を含めて12教室を確保し、新たな実験室として

３室（機材は今後の課題）が準備されている。講義室は、量的に充足しているが、実験室は、実

験機材の数量不足及び老朽化への対応に迫られている。中長期的には、キャンパスのスペースが

十分あることから、新たに建物を増設して、インフラ設備を含めて新たな講義室、実験室の整備

を行う計画が、インドネシア側にある。

  機材の管理運用状況は、学生数の増加・Ｄ４の開設に伴い、同一機材による年間の実験回数の
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大幅増加により、部品等の消耗が進んでいるものと推測される。これらの機材の多くは、学生実

験に加えて、短期研修コース及び技術サービス活動に活用されており、実験室によっては、その

年間活用頻度が相当高いものがある。また既に機材設置以来20年近くを経過し、老朽化の進んだ

もの、部品調達の困難なもの、モデルが陳腐化しているものなどが散見される。その対応として

機材の更新に積極的に取り組まなければならない時期が近づきつつあると推定され、インドネシ

ア側として今後その予算の確保が重要となろう。

  日常的なメンテナンスについては、予算面で不足ぎみであるがＰＴＫＩスタッフの工夫で対応

され、当面差し支えを生じないように運用されている。しかし今後ますます機材の老朽化が進む

ことを考慮すると、全体予算のなかでメンテナンスへの予算配分の強化が必要である。

４－３　運営状況（先方からの提出資料（参考）参照）４－３　運営状況（先方からの提出資料（参考）参照）４－３　運営状況（先方からの提出資料（参考）参照）４－３　運営状況（先方からの提出資料（参考）参照）４－３　運営状況（先方からの提出資料（参考）参照）

(１) 予算

  年間予算は、過去数年間現地通貨ベースで年率約25％程度の伸び率で推移しており、

順調に運営されていると判断できる。特に1999年度は、Ｄ４が開設されたことを受けて、

予算収入の３構成要素のうちルーチン予算の増額は過去の伸び率とほぼ同じであるが、

プロジェクト予算と学生授業料（直接ＰＴＫＩ収入として予算に組み込まれる）が大幅

アップして、全体予算として対前年比約50％強の増額になっている。向こう５年間の予

算計画も、プロジェクト開始を折り込み、プロジェクト予算の大幅増額と授業料収入の

増収見込みから、最終段階では、過去５年間平均の2.0～2.5倍の予算規模を想定してい

る。予算のなかで占めるメンテナンス費は８％前後であり、予算規模から考えて妥当な

比率であるかを判断する必要がある。ただ前述したように老朽化しつつある多くの機材

の更新時期を迎えて、その対応のための特別な予算処置をどう考えていくかが、中長期

的に重要な課題である。

(２) アカデミー活動

　過去Ｄ３コースは、順調に運営発展してきており、1980年初期の発足当時の１学年の

学生100名前後（化学50名、機械50名）から、1999年受入学生数242名（化学148名、機械

94名）と約2.5倍の規模に達している。卒業生の就職状況も一般大学に比して相対的に良

好であり、北スマトラ州を中心としてスマトラ全体及び一部ジャワ、カリマンタンにも

就職先が広がっている。企業内での評価も高く、一般大学卒業生に伍して活躍し、初期

の卒業生は管理職に準ずるポストにいるものが散見される。就職先の産業分野が化学、

食品、パルプ、金属、機械、資源等と幅広く、ＰＴＫＩの教育カリキュラムが、産業分

野に共通する技術分野に主体を置いている現れであろう。
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　1999年度から開設されたＤ４コースは、深刻な経済危機のなか、受験者が十分確保で

きるか懸念されたが、４コース（化学、機械、計測、経営）とも３倍前後の競争率にな

り、Ｄ３での外部からの評価が、結果に現れたのであろう。今後Ｄ４としての、一般大

学との教育方針の違いと教育の質の向上を通じて、外部の評価を確立することが重要な

課題であろう。

(３) 短期研修コース

　過去に年間平均数回程度、特定企業向けと一般企業向けにコースを開設実施している。

しかし現状は、ＰＴＫＩスタッフのインストラクターとしての能力及び経験不足（特に

企業フィールド）から、主に新入社員教育レベルが主体になっている。今後この活動の

活性化のためには、ＰＴＫＩスタッフのパワーアップと同時に企業、大学を含めた外部

機関との協力強化が必要である。特にＰＴＫＩ組織の再編（専任者の任命等）及び企業

との関係強化を図る必要がある。

(４) 技術サービス

　企業からの原料、製品及び排水の分析、大学を含めた外部機関からのＰＴＫＩ機材の

利用へのサポートを中心に年間10～10数件の活動実績である。この活動を更に発展させ

るには、短期研修コースの活動以上に大学を中心とした外部機関の協力が必要であろう。
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５．治安状況及び専門家活動に係る安全確認５．治安状況及び専門家活動に係る安全確認５．治安状況及び専門家活動に係る安全確認５．治安状況及び専門家活動に係る安全確認５．治安状況及び専門家活動に係る安全確認

(１) ３月３日、細本孝司在メダン総領事より、本件調査団が治安情勢につき情報を収集し

たところ、概要は以下のとおり。

１) 1998年、メダンにおいても、地域住民による暴動が発生していた。

２) 暴動発生時において、外国人に対する脅威は全くなかった。当時、邦人はメダンと

周辺地域に100名ほど在留していたものの、在留邦人の日常生活圏において暴動による

被害は全くなく、日常生活においても支障はみられなかった。

３) メダン治安情勢については、当然のことながら今後とも注意を払わなければならな

いが、本件プロジェクトの実施を中止しなければならないという心配は不要である。

４) 現在、メダン総管内の在留邦人の連絡網を活用し、メダン（含むジャカルタ）治安

情勢及び安全対策につき在留邦人に随時伝達している。

５) 目立って治安上の変化は見受けられないが、1999年６月の総選挙まで、メダンにお

いても若干動きがある可能性を否定し得ない。

(２) 本件調査団がメダン治安情勢等につき現地調査（３月３～８日）したところ、概要は

次のとおり。

１) メダン治安情勢は落ち着いており、不穏な動きは全くなかった。

２) 市内（含む空港等公共施設）においては、暴動による被害は確認できなかった。

３) 本件プロジェクト・サイトにおいても、暴動による被害は全くなかった。なお、本

件プロジェクト・サイトの生徒による落書き・建屋の破壊も見受けられなかった。

４) 既に選挙運動が始まっており、自転車による各候補者の選挙運動が行われており、

候補者の選挙拠点が設けられていた。

５) なお、滞在したホテルにおいて、ホテル側より宿泊者に対して治安情勢・安全対策

に係る特段の助言・注意等はなかった。

(３) 本件調査団が今後のメダン治安情勢及び派遣専門家等に係る安全対策につき判断した

ところ、以下のとおり。

１) 細本総領事より言及のとおり、調査団滞在中、メダン治安情勢につき何ら変化は見

受けられず、現時点においてメダン治安情勢に係る問題はない。

２) 細本総領事より言及のとおり、1999年６月の選挙終了まで、メダン治安情勢につき

変化がある可能性を否定し得ない。

３) 今後のメダン治安情勢の変化のなか、本件プロジェクト・サイトが暴動による被害
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を受ける可能性につき、現時点においては判断不能。

４) 本件事前調査団に続く調査については、選挙終了後、ＪＩＣＡインドネシア事務所

等現地関係機関あて、メダン治安情勢・派遣する調査団の留意すべき安全対策等を十分

に確認することをなし得たあとであれば、調査団の派遣は可能である。なお、ＪＩＣＡ

において、インドネシア全案件を対象とした包括的な確認がなされるのであれば、同確

認を本件のための個別確認に替えることは可。

５) 当然のことながら、本件プロジェクトに係る調査団・専門家は、在インドネシア大

使館及び在メダン総領事館並びにＪＩＣＡジャカルタ事務所において、メダン治安情

勢・留意すべき安全対策等につき把握するように努め、必要に応じて指示に従わなけれ

ばならない。
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６．問題点と今後の対応について６．問題点と今後の対応について６．問題点と今後の対応について６．問題点と今後の対応について６．問題点と今後の対応について

(１) 問題点

１) ＰＴＫＩとＵＳＵの協力協定の失効

　ＰＴＫＩのＤ４の開設にあたって、ＵＳＵとの協力協定（1998年２月にＰＴＫＩと

ＵＳＵで調印）が前提であった。1998年９月、新入学生がＰＴＫＩに受け入れられ

Ｄ４がスタートしたにもかかわらず、両者の間でその運営方法をめぐって対立が表面

化し、1998年末にＵＳＵ学長側から一方的に協定の破棄の通知が出され、事実上その

協定書は、失効状態になっている。

　Ｄ４学生に対する講義及び実験指導は、当面１、２学年の間はＰＴＫＩ単独での運

営が可能であるが、３、４学年のそれは、ＵＳＵ教官の協力が必要であり、かつ卒業

証書授与が不可能である。

２) プロジェクトの協力の力点の違い

　本プロジェクトに対するインドネシア側の要請の力点は、Ｄ４の質的向上という

ＰＴＫＩ内の直接的なところにあるが、日本側のこのプロジェクトへの期待は、視点

が異なり、北スマトラ地域における重点産業振興への貢献に、よりアピールできる活

動にある。結果として日本側は、Ｄ４より短期研修コースに力点を置いたプロジェク

トのコンセプトにしたい考えである。

３) ＰＴＫＩ内部の管理体制への不安

　Ｄ４及び短期研修コース運営にあたって、１)、２)の問題への対処を含めてＰＴＫＩ

の管理者の能力及び管理体制に懸念される点がある。

４) 供与機材の絞り込み

　供与機材のメンテナンス費用の確保、及び２)項の方針にのっとって、要請機材内容

の絞り込みが必要。

(２) 対応

１) ＰＴＫＩとＵＳＵの協定について

　ＪＩＣＡ短期調査の派遣時期を1999年度第２又は第３四半期を想定し、５月末まで

にインドネシア側の協力協定の再確立を前提に、プロジェクトの推進を行うことを調

査団Ｍ／Ｄに条件として挿入している。

２) プロジェクトの力点の違い

　短期調査専門家を派遣し、北スマトラ地域の産業実態・産業振興政策、産業側の人

材育成及び技術分野のニーズの調査を行い、短期研修コース活性化に力点を置いたプ
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ロジェクト形成の再構築を行う。

ａ) 産業の実態調査

　インドネシア内の関係機関には、一般的にアップデートが極めて遅い断片的なデー

タしかなく、公的機関・民間企業を含めてインドネシア側、日本側の関係機関から資

料収集と聞き取りの調査をなるべく多く行って、自ら整理し系統だったものにするし

かなく、相当大きな努力と経費が必要となろう。

ｂ) 産業振興政策

　インドネシア側関係省庁（中央、地方とも）のマクロな政策論は聞けても実行ベー

スの具体策に欠けていることが多い。できるだけ多くの関係者から聞き取り調査し

て、それをベースに想定してまとめあげることが必要になる。

ｃ) 人材育成及び技術分野のニーズ

　できるだけ多くの企業から聞き取り調査を行い、まとめる必要があるが、大企業は

比較的スムーズに行えるが中小企業はどの程度可能か甚だ心もとない。いずれにして

も監督官庁としての関係地方機関の全面的な協力を得ることが前提になる。

ｄ) 短期研修コース活性化のプロジェクト形成

　インドネシア側ニーズ及び能力（ＰＴＫＩ及び協力機関）と日本側の技術移転可能

な内容、コースの企画運営及び費用負担との十分なすり合わせを行ったうえでない

と、実施段階で、非常な困難に直面するであろう。

３) ＰＴＫＩ内部管理体制への不安

　Ｄ４び短期研修コースの運営に全面的なＵＳＵの協力を前提として進める。特に短

期研修コースは、ＵＳＵの主導の下で活動できる体制を期待している。

　現在Ｄ４の運営に関して、ＵＳＵとの協力が中断してしまっているが、これはいず

れ解決できるであろう。しかし新たな提案としての短期研修コースをＵＳＵ主導型で

推進するには懸念される点が幾つかある。

ａ) ＵＳＵと企業との接点だが、現在組織と組織としての関係が確立しているのか。私

の知る限りでは、ＵＳＵの教官が個人ベースで企業のコンサルタントを行っている事

例は多く見ているが、産学協力体制が確立されているようには見えず、やはり商工省

側の機関が関与する必要があると思われる。

ｂ) 従来からもＰＴＫＩの企画推進するセミナー、ワークショップに講師としてＵＳＵ

教官が参加することがあったが、果たして、短期研修コースの企画、運営（財政的な

ものを含めて）をＵＳＵが機関として取り組め得るのか否か十分調査が必要である。

特に企業向けに行う研修コースであるだけに、企業実態に明るい人材が得られるか否

かが重要なカギになるであろう。
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４) 供与機材の絞り込み

　Ｄ４で新たに活用が期待されるもの、及び短期研修での利用にも供されるものを中

心として予算をにらみながらの絞り込みが必要である。

　現在のインドネシア側の要請機材リストには、優先順位が付されているので、機材

仕様、単価を調査し、予算、優先度とのすり合わせを基に、次回調査団で話し合う必

要がある。

　以上、今後企画計画、運営、評価の各段階で最も意を用い、努力を要求されるのは、

２)及び３)項であり、特に現地での活動の主体になる専門家の選定は、単なるその分野

の技術の専門家であるだけでなく、企業における人材育成の分野の企画運営の経験者で、

かつ現地で幅広く関係機関及び関係者との協力体制を築き上げていくことに、積極的に

取り組むタイプの人が期待される。
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７．団長所感７．団長所感７．団長所感７．団長所感７．団長所感

７－１　主要協議結果（要点）７－１　主要協議結果（要点）７－１　主要協議結果（要点）７－１　主要協議結果（要点）７－１　主要協議結果（要点）

(１) インドネシア側との協議は、ＰＴＫＩにおいて、PUSBINLATのスナリオ局長をヘッドと

する関係者との間で（また、事務的な協議は、ＰＴＫＩのツルニップ所長とで）精力的

に行った。

　まず、先方から同国における本プロジェクトの位置づけ実施体制等について説明を受

けたあと、調査団からＰＣＭ手法によるプロジェクトの運営管理や評価手法及び本プロ

ジェクトのコンセプトやスコープ等について説明し、本プロジェクトで対象とする協力

範囲等について協議を行った。

(２) 他方、本プロジェクトの主要協力機関であるＵＳＵを表敬訪問した際、ＵＳＵとして

は、主要協力活動項目の１つであるＤ４コースの実施に関し、種々の理由から1999年の

協力協定を改定せず、今後支援・協力する意思がない旨発言がなされた。

  これに対してスナリオ局長は、今後とも引き続きＵＳＵから協力が得られるよう教育

文化省を含め関係者で早急に協議して了解を取り付けるので、プロジェクト開始までに

はこの問題は解決する旨回答があった。ＪＩＣＡインドネシア事務所及び木下専門家（工

業商業省アドバイザー）等との協議も踏まえてインドネシア側と再度協議した結果、本

プロジェクトを実施するためには1999年５月末までにＵＳＵとの協力協定を再度改定す

る必要がある旨双方で合意した。

(３) ＵＳＵの協力が得られることを前提として協議を継続した結果、基本計画（プロジェ

クトの目的、成果や活動、技術移転内容等）等について、インドネシア側との合意に達

した。

  プロジェクト目標は「ＰＴＫＩが、北スマトラ地域の化学工業界に対して、質の高い

技術者及び短期研修を提供できるようになる｣、また、上位目標は「インドネシアの化学

工業界が競争力のある製品を提供できるようになる｣、とした。協力期間は３年間で、５

名の長期専門家を派遣する予定。

(４) 次回の短期調査（1999年度第２又は第３四半期）までに準備・検討しておくべき主な

事項は、次のとおり。
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（双方）

１) プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）のドラフト作成

２) 暫定実施計画（ＴＳＩ)、技術協力計画（ＴＣＰ)、全体活動計画（ＰＯ)、年次活動

計画（ＡＰＯ）のドラフト作成

３) 機材供与計画（現地調達できるような詳細仕様の作成を含む）のドラフト作成

（日本側）

４) 長期専門家のリクルート

（インドネシア側）

５) ＵＳＵとのＤ４コースに関する協力協定の改定（1999年５月末まで）

６) 先方のローカルコスト負担計画案の確認

７－２　当該国における本プロジェクトの位置づけ７－２　当該国における本プロジェクトの位置づけ７－２　当該国における本プロジェクトの位置づけ７－２　当該国における本プロジェクトの位置づけ７－２　当該国における本プロジェクトの位置づけ

(１) アジア経済危機から１年以上経て、経済危機に見舞われたタイやインドネシア等のア

ジア諸国は、経済的困難の回復に向けて真剣な努力を続けているが、各国とも通貨下落・

経済低迷等により引き続き厳しい情勢にある。特に現在のインドネシアの厳しい社会・

経済状況を踏まえ、日本としては、同国の混乱に陥っている現状を乗り切るための経済

の安定化、弱者救済等を中心とした短期・緊急的な支援と経済回復後の状況も見据えた、

持続的経済成長を支援していくことに主眼を置いて、人材育成やインフラ整備などを中

心として、中・長期的支援の２つに分けて考える必要がある。

(２) 他方、第７次国家開発５か年計画（レプリタ Ⅶ、1999～2003年）が経済危機及びそ

れに伴う政治の混乱で中断していることから、当面は、第６次国家開発５か年計画（レプ

リタⅥ、1994～1998年）による５つの重点分野を踏襲するものとする。

  こうした５つの分野のうち、中・長期的支援としては、国際競争に耐え得るための産

業構造の改編（中小企業支援、輸出振興等）と、特にそれを担っていくための行政機能

の強化、人材育成等が緊要な課題である。また、人づくり・教育の分野では高等教育の

強化、雇用・人材養成等労働対策の充実も必要である。

(３) 既に日本は、天然資源が豊富で関連産業の発展が期待されているスマトラ島で、特に

不足している化学工業分野の中堅技術者を育成するため、｢スマトラ化学工業研修開発セ

ンタープロジェクト」を1981～1989年まで実施した。その後、スマトラ地域の化学工業

及び関連産業の急速な発展と産業構造の変化に伴う技術の多様化・高度化のニーズに対

応し、特に産業の現場に密着したより質の高い中堅技術者、及び中堅技術者を対象とし
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た企業内研修等の充実が産業界から求められているが、現在のＰＴＫＩではこうした要

請に対応できていない。こうした背景から、北スマトラ地域の化学工業界に対し、実学指

向の質の高い中堅技術者の育成や短期研修を提供できるようにするためには、ＰＴＫＩの

機能強化が必要である。

７－３　本プロジェクトの実施可能性７－３　本プロジェクトの実施可能性７－３　本プロジェクトの実施可能性７－３　本プロジェクトの実施可能性７－３　本プロジェクトの実施可能性

　本件の実施機関であるＰＴＫＩは、ＪＩＣＡを通じた我が国の技術協力やプロジェクト方式技

術協力の具体的な内容その他を理解している。また、これまでの技術協力の実施状況から、実施

機関としてのその実施能力について一定の評価を得ているが、本プロジェクトの実施に関して今

後別途確認の必要がある事項が一部残った。

(１) 組織・制度面

　同国の開発計画の策定や総合調整の責任を有しているBAPPENASは、政策遂行上の観点

から開発予算の確保等の支援を行うとしており、工業商業省（ＭＯＩＴ）においても重

要な実施機関の１つとしてＰＴＫＩを認識している。

　ＰＴＫＩは、職員数約80名（うち教官・講師等は約30名）で、運営管理体制はある一

定水準には達しており、調査団が説明した、プロジェクト方式技術協力の概要、ＰＣＭ

に基づく運営管理手法や評価手法（評価５項目を含む）等についてもほぼ理解している。

　したがって、実施機関となるＰＴＫＩの運営管理能力は一定の水準にあり、組織面に

おける実施可能性はあるが、より一層の改善を求めたい。

　他方、主要協力活動項目の１つであるＤ４コースの実施に関して、ＵＳＵが種々の理

由から1999年の協力協定を改定せず、今後支援・協力する意思がない旨の発言がなされ

ている。今後とも引き続きＵＳＵから協力が得られるよう早急にインドネシア側で協議

することになったが、もし、ＵＳＵの協力が得られなかった場合、本プロジェクトの制

度面での実施可能性を根本的に見直す必要があるものと思料する。

(２) 予算・財務面

　ＰＴＫＩには、政府予算からの一般管理費、開発予算及び授業料等の自己収入があり、

こうした予算からこれまで運営経費や施設・機材等維持管理経費が支出されている。た

だし、近年の同国の経済危機の影響から開発予算の執行に支障がでる可能性は否定でき

ない。

　したがって、不確定要素はあるもののＰＴＫＩは、政策的にも所管官庁や関係省庁か

らサポートされており、協力範囲を絞り込んでプロジェクト・コストを適正な規模に設

定すれば、総合的にみておおむね予算・財政面での実施可能性はあるものと判断される。
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　なお、自立発展性をより確実にするため、今後とも引き続き、予算・財政状況やロー

カルコスト負担計画案を定期的に文書で提出するよう先方に求めていく必要がある。

(３) 技術面

  これまでの技術協力の実績等を総合的に判断すると、ＰＴＫＩ職員のレベルは一定の

水準に達しており、技術移転の成果は期待できる。ただし、今回のプロジェクトでは、

これまで経験したことがない、より一層レベルの高い技術移転となり、より一層の専門

知識や経験が必要である。

　したがって、こうした観点から総合的に判断して、本プロジェクトの技術面における

実施可能性はあるが、ＵＳＵとの協力関係が重要となる。

(４) 施設・設備面

  本プロジェクトは、既存の施設を活用するとともに、今後必要な施設の一部は既に改

修工事に着手しており、プロジェクト開始までには完工予定である。技術移転活動や供

与機材設置に必要なスペースは、必ずしも余裕があるとはいえないが先方負担で確保す

ることは可能である。現有機材の稼働率や維持管理は、一部に課題はあるものの大きな

支障とはならない。専門家チームの執務室も必ずしも余裕があるとはいえないが既に確

保済みである。

　したがって、本プロジェクトの実施にあたって、施設・設備面については、おおむね

その可能性がある。

(５) 専門家活動に係る安全確認

  日本大使館、メダン総領事館等からの情報によれば、今後の同国の経済状況、総選挙

（６月）や大統領選出（11月）等に絡む政治・社会状況の推移にもよるが、プロジェク

ト・サイトであるメダン市内で外国人が一般的な生活をしている限り、大きな治安上の

問題は現時点では想定できない。

７－４　総括７－４　総括７－４　総括７－４　総括７－４　総括

(１) 今回の一連のPUSBINLAT及びＰＴＫＩとの協議や関係省庁への表敬訪問の結果、並び

に実施機関であるＰＴＫＩの実施能力及びインドネシア事務所の意見等を総合的に判断

すると、同国における本プロジェクト実施の必要性は高く、本プロジェクトの位置づけ

については確認できた。

　他方、主要協力活動項目の１つであるＤ４コースの実施に関して、もし、ＵＳＵの協
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力が得られなかった場合、本プロジェクトの実施可能性を根本的に見直す必要があるも

のと思料する。

  ついては、PUSBINLAT、ＵＳＵ、教育文化省等の関係者が一堂に会した会議を早急に開

催する必要があり、インドネシア事務所に本件のフォローを依頼した。

(２) 先方は当初、今回の協力（特に機材供与）に過大な期待をしており、現在所有してい

る機器の大半を最新の機材に更新するか又は修理することを要望してきたため、今回の

協力はフェーズ２でもあり、技術協力の範囲を絞り込み、機材供与も技術移転に必要不

可欠なものに限定する旨回答した。また、インドネシア側の機材の維持管理経費の負担

能力に見合った供与とすることが重要である旨、再三説明した。

(３) 他方、本プロジェクトを効果的かつ効率的に実施するためには、以下の諸点に留意す

る必要がある。

①ＵＳＵとの協力関係の緊密化

②魅力ある短期研修コースの検討（ＵＳＵ、関連業界等との連携の強化）

③協力範囲の絞り込み、先方の受入れ能力に見合った必要最小限の投入

④ＰＴＫＩ（特にセンター所長）の運営管理能力の向上

⑤供与機材の維持管理経費の確保（先方負担の再確認）
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付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

資料１　ミニッツ（Ｍ／Ｄ資料１　ミニッツ（Ｍ／Ｄ資料１　ミニッツ（Ｍ／Ｄ資料１　ミニッツ（Ｍ／Ｄ資料１　ミニッツ（Ｍ／Ｄ)))))

資料２　先方からの提出資料（参考資料２　先方からの提出資料（参考資料２　先方からの提出資料（参考資料２　先方からの提出資料（参考資料２　先方からの提出資料（参考)))))
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